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要       旨 

 

１ 提言の背景 

文部科学省が青少年を対象として継続的に実施している「体力・運動能力調査」の結果

によると、子どもの体力・運動能力は、1985年前後をピークに著しい低下傾向にある。こ

のような子どもの体力・運動能力低下は国民的な関心事である。子どもの日常生活や運動

遊びにおいて出現する基本的な動きを、今日の幼児・児童と、体力・運動能力が高いレベ

ルにあった 1985年の幼児・児童と比較すると、明らかに劣っていることから、子どもの体

力・運動能力低下の要因は、これまでの日本学術会議からの提言などでかねてより指摘さ

れている「身体活動量・運動量の減少」に加え、「基本的な動きの未習得」を挙げることが

できる。 

幼少期（１歳〜９歳）に基本的な動きが十分に習得されなければ、安全かつ効果的に運

動や日常活動を実施することができず、その結果、けがや事故の危険性が高まることが懸

念される。また、動きの習得が不十分なことに伴い、体力の向上に必要な運動強度や運動

量の確保が困難となることで、長期的には壮年期・中年期での生活習慣病等に罹患や、高

齢期における転倒・骨折による寝たきり状態を招来することにつながりかねない。子ども

の時期に基本的な動きを十分に習得しておくことが望まれるゆえんである。 

 

２ 提言の内容 

我が国の子どもの動きの現状及びこれまでの研究成果を鑑み、子どもの動きの健全な育

成を目指して以下の２点を文部科学省及びスポーツ庁に対し提言する。 

 

(1) 子どもの動きが最も発達する幼児期（１歳〜５歳）から児童期（６歳〜12 歳）に、

全ての子どもが適切な動きを獲得する機会を均等に得られるよう、教育制度が整備され

るべきである。具体的には、小学校体育教科書の作成、小学校での体育授業の質の向上

を目的とした研修の充実、小学校への体育専科教諭の配置増加といった取り組みに加え、

小学校教諭養成課程における体育・スポーツ関連科目の単位数や講義内容の充実が必要

である。 

(2) 子どもの動きに関する基礎研究の推進に取り組むべきである。具体的には全国的・

経時的な子どもの動きの質の大規模調査の推進並びに最新の研究手法を導入した基礎研

究の推進体制を整備する必要がある。 
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１ はじめに 

 
人間の生活や生存の場での動きは、現在、子どもが親しんでいる外遊びやスポーツ並び

に体育の授業で用いられる運動の起源になるものであるが、最近ではスポーツや運動が

我々の生活においても市民権を得るようになった反面、人間が本来持っている座る、立つ、

歩く、走る、転がるといった、生活場面で多用される基本的な動きが忘れられる傾向がみ

られる。  

幼少期（満年齢で１歳～９歳）は、成長発達のステージの中でも、ヒトとしての動きを

担保する直立歩行が確立し、個人的にも集団的にも活発な、そして複雑な身体活動を獲得

しながら、日常的に身体活動を行える条件が生理的に整い、それを本格的に開始する時期

である。ところが、まっすぐに走れない、立ち幅跳びにおいて両足で踏み切り両足で着地

できない、転んでも手をつけない、正しく投げられないといった子どもが増加している。

日常生活、体育、運動遊びにおいて出現する「走る」「跳ぶ」「投げる」「捕る」といった基

本的運動能力を、４歳～６歳の子どもを対象として、1966年以降経時的に評価した定量的

調査の結果によると、1986年以降「捕る」以外の動きで有意な記録の低下が見られた[1]。

また、「走る」「跳ぶ」「投げる」「捕る」に「つく」「転がる」「平均台を移動する」

を加えた７種類の基本的な動きを、定量的な記録でなく、観察的に動きの質を評価する方

法を用いて、2007年の幼児と、運動能力が高いレベルにあった1985年の幼児を比較すると、

図１に示す通り、2007年の年長児（５歳児）は、1985年の年少児（３歳児）とほぼ同様の

段階にとどまっていることも報告されている[2]。さらに、幼少期の子どもの動きの発達を

評価するツールによる日米の小学生の比較では、日本の子どもは、動かない環境での手の

操作性は優れているが、道具の動きをコントロールする複数の動きを同時に遂行するなど

の協調度合いの高度な課題になると不器用さが増すという結果が示されている[3]。つまり、

近年の子どもの動きは、1985年頃との比較並びに他国と比較して、未熟なレベルにあると

考えられる。 

 

図１．性別にみた 1985 年と 2007 年の動作発達得点の平均値と標準偏差。動作発達得点

は著しく低下しており、男女とも 2007 年の年長児（５歳児）は 1985 年の年少児（３歳

児）の動きの水準にある（中村ら、発育発達研究，51，1−18，2011）。 
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東京オリンピック後の1964年より文部科学省が継続的に実施している「体力・運動能

力調査」の結果によると、子どもの、走る・跳ぶ・投げるといった基礎的な運動能力は、

1985年前後をピークに著しい低下傾向にあり、最近になって下げ止まりの状況にあるも

のの、いまだ顕著な向上はみられていない[4]。小学生においては、特にソフトボール投

げや立ち幅とびといった、巧みな動きが求められる種目で、2010年以降も記録の低下が

続いており[5]、最近の子どもの体力・運動能力低下の要因に、動きの質の低下を挙げる

ことができる（表1）。運動能力を定量的に評価する「体力・運動能力調査」に加えて、

子どもの動きの質の実態調査が望まれるゆえんである。 

 

 
表１．性別にみた平成 20 年（2008 年）から平成 28 年（2016）の、体力・運動能力の

全国平均値の変化。 

立ち幅とび、ソフトボール投げといった、動きの質が記録に強く関連する種目の低下が続いて

いる（平成 28年度全国体力・運動能力等調査結果、調査の概要）。 

 

子どもの体力の低下は、成人期における生活習慣病発症増加を招来することから、日本

学術会議は、「子どもを元気にするための運動・スポーツ推進体制の整備」（日本学術会議 

健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会、平成20年８月28日）により、子どもの

体力低下を予防することの重要性とその対策について提言した。しかし、この提言におい

て、子どもの動きに関する問題について述べられることはなかった。基本的な動きの習得
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がなければ安全かつ効果的な運動や遊びの実施の妨げとなり、体力の向上に必要な運動の

強度や量も確保できず、子どもの体力が更に低下すると予測される。近年見られるその影

響として、平成28 (2016)年から学校定期健診に運動器検診の項目が加わったことに象徴さ

れる通り[6]、筋や関節などの運動器に問題を有する子どもが１～２割を占めることにも注

目しなければならない。長期的には、基本的な動きの習得が不十分な子どもが成人するま

でに十分な体力を身につけることができなければ、中・壮年期に生活習慣病に罹患し、高

齢期には寝たきりとなる可能性が増すことが危惧される[7]。 

 「基本的な動きの習得」を阻む背景に、子どもを取り巻く近年の社会的・自然的環境の

変化があり、これが子どもの生活から運動の機会を奪い、必要な動きの形成を阻害してい

ると指摘されている。特に我が国の都市化した環境においては、子どもの健やかな成長に

極めて重要な身体活動・運動を、安全かつ効果的に行うための成育環境が十分に保障され

ていない。具体的には、我が国の代表的な都市における公園・緑地等の一人当たりの面積

は、欧米諸国の都市部に比べると半分以下であり[8]、さらに全国の運動・スポーツ施設の

数も昭和60年から平成20年の間に約４分の３に減少している[9]。こうした子どもの成育環

境は、動きの形成を阻害する要因となりかねない。日本学術会議は、「子どもを元気にする

運動・スポーツの適正実施のための基本方針」（健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学

分科会、平成23年８月16日）並びに「我が国の子どもの成育環境の改善にむけて－成育方

法の課題と提言－」（心理学・教育学委員会・臨床医学委員会・健康・生活科学委員会・環

境学委員会・土木工学・建築学委員会合合同子どもの成育環境分科会、平成23年４月28日）

において、子どもの身体活動量・運動量を増加させ、創造的な意欲と感性そして社会性を

持つ人材として育つために豊かな成育環境が実現されなければならないと提言している。 

 一方、成育の環境には地域やその他の社会経済的要因によってその恩恵に格差が生じや

すい。また、格差是正には大きな投資と長い時間が必要となる。そこで、全ての子どもが

等しく動きの質を高める機会として、小学校での体育の授業に着目した。全ての子どもの

動きの健全な発達を促し、等しく健やかな子どもを育成するためには、小学校における体

育の指導内容及び方法の改善が望まれる。しかし、現在、小学校教諭一種免許を取得する

ために必要な体育・スポーツにかかわる授業は、初等体育教育法（２単位）を履修するだ

けでよいことになっている。また、図画工作や音楽のような専科教諭の配置もほとんどさ

れていない。さらに、体育の教科書は小学校教科書目録に登載されていない。こうした制

度のもとでは、小学校での体育の授業を通して子どもの動きの質や体力などの向上を期待

することは難しいと言わざるをえない。 

子どもの動きの形成は、もはや子どもの自然的発育・発達や自主的な活動に委ねられる

域を出て、社会環境の再整備や学校等における教育の改善を通して保証されるべき危機的

な状況に至っていると考えられ、このための早急な対処が望まれている。ここでは、子ど

もの動きに関連する学術成果に着目し、子どもの動きの健全な育成に必要な対策について

提言する。 
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２ 子どもの動きの健全な発達を可能にする学術的基盤 

(1) 子どもの動きの科学的研究に関する方法論 
① 子どもの動きの発達とその評価 
運動発達研究は、成長に伴って運動機能が分化、多様化、複雑化していく過程を客

観的に捉えその特性を明らかにするもので、その成果は子どもを健全な育ちへと導く

ために有効に活用されてきた。古くは、乳幼児の運動の獲得あるいは変化の過程を個々

に観察、記録することから始まり、成熟に伴って動きの獲得や変容の様子を記述した

[10, 11]。これらの研究は、現象として観察される変化に不変の系列を見いだして、

それが発達の指標とされ、その後の小児の発達診断などの基礎として引き継がれてい

るものも多い。 

運動を実施した結果に着目する方法（product-oriented approach）の中でも、運動

パフォーマンス測定による定量化はこれまで長く行われてきた。距離、速度などの測

定や、筋力、持久力、パワー、バランス、柔軟性などが特定のテストバッテリーによ

ってスコア化され定量される。日本においては、学齢期以上では統一された測定項目

について継続的データが蓄積され貴重な資料となっており（文部科学省体力・運動能

力調査）、年齢に伴う発達的特徴を知ることができる。就学以前の子どもについては

特に定められた共通の項目はないが、同一項目で多くのデータが収集されている[12]。

これらの横断的な資料を元にした標準値を用いて、現代の子どもの運動能力の水準を

定量的に評価すると、多くの運動種目において30年ほど前に比べて低い傾向にあるこ

とがわかる[1, 5]。また、幼少期の運動発達を評価するものには発達検査的な方法も

よく用いられ、そこでは課題遂行の成否や定められた基準に対する達成率（パーセン

タイル値）から得点化することで判定するものが多い。子どもの運動能力を評価する

ツール（バッテリーテスト）としては海外でも様々のものが用いられている。M-ABC

（ムーブメントABC）は中でも比較的よく用いられているツールであるが、これを用い

た日米の子どもの比較では、日本の子どもは、動かない環境での手の操作性は非常に

優れているが、道具の動きをコントロールする、複数の動きを同時に遂行するなどの

協調度合いの高度な課題になると不器用さが増すという結果が示されている[3]。 

このような定量的あるいは発達診断的に動きを評価する方法の一方で、動きそのも

のに着目して質的な変化の過程を捉える方法（process-oriented approach）を用いた

研究も行われている[13-22]。これらは主に身体部分の動きに着目して分類し、段階的

に示した動きのパターンを基準にその発達や達成度を評価しようとするものである。

これらの結果から、基本的な動きの多くは幼児期における変容が著しいことが認めら

れる。また、最近の幼児の動きが未熟であることも明らかにされている[2, 23]。 

さらに、動きの評価のための観察観点を定め、より指導現場での実用性のある評価

基準も提案されている[24, 25]。この観察的評価方法による結果は定量的な結果との

相関もみられることから、体育やスポーツを専門としない教師や指導者などでも動き

の観点を理解することで運動中の子どもの動きをある程度評価できることが示唆され

る[26, 27]。 



 5 

このような基本的な動きの評価において、それぞれを適切に見るための観点は、画

像解析を用いた定量的分析研究などによって得られるところが多い。バイオメカニク

ス的な手法を主として身体部位の変化特性を探り、成熟型に向けての発達的特徴が明

らかにされている[17, 18, 28-32]。定量的に明らかにされた発達的特徴は、各年代の

典型的な事例あるいは各段階の特徴として示され、それと対照することで評価に用い

ることが可能となる。 

さらに幼少期には知覚、認知機能も動きに強く関連しており、課題動作の遂行によ

って調整力や協調的な動きの制御機能の発達をみている研究も多い。幼児から児童期

にかけて、単純な動作から四肢の強調を伴った複雑な動きがより習熟した形で遂行可

能になる過程が認められる[33-36]。 

 

② 子どもの動きの評価から指導への活用 
様々な機能面を含んで統合的に成長発達していく幼少期の動きの評価にあたっては、

課題動作の出力結果による成否やその水準にとどまらず、習得度がどの程度であるか、

あるいは一連の運動を構成するどの要素が未習熟であるか、それを引き起こす要因は

何か、などを判断することが必要である。そしてそのことが動きの習得のための練習

方法や指導法をデザインすることにもつながるものと考えられる。 

 

(2) 子どもの動きの発達 
① 子どもの動きの発達の現状 
運動の動きや技能の習得には適時性があり、次のことが知られている[37]。幼児期

（１歳～５歳）から児童期前半（６歳～８歳）における運動発達は著しく、この時期

に獲得する基礎的動作は生涯を通じて運動全般の基本となること、そして児童期後半

（９歳～12歳）は、運動獲得に最適な時期であり、多様な運動遊びや多くのスポーツ

と出会うことによって様々な動きや基礎的な運動技能を幅広く習得できることである。 

子どもの体力や運動能力は 1985年以降低下を示しており[4]、肥満児童の割合も増

加傾向にある[38]。この要因として、近年の社会環境や生活様式の変化、特に子ども

の運動遊びや身体活動の減少、精神的ストレスの増大などが要因として考えられる。

さらに、運動に積極的に取り組む子どもとそうでない子どもとの二極化の顕在化など

が指摘されている[39]。 

一般に子どもの運動能力の評価は、新体力テストをもとに、タイムや回数、距離と

いった記録を測定することで、数量的に捉えられる。しかしこの方法では、走り方や

投げ方など運動がどのように行われているか、といった動きの質について十分に把握

をすることが難しい。これに対して、幼児の走・跳・投などの基礎的運動技能につい

て動きの発達を捉えた研究がある[40-42]。また、これらの研究によって示された基礎

的運動技能の動きの発達を観察的に評価するための研究もみられる[43-45]。これらの

研究は、いずれも幼児・児童の基礎的動きの質を観察的に評価することができる。基

礎的運動技能の中でも代表的な走・跳・投といった動きは、これまでにその発達的特
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徴が捉えられており、それぞれ２歳から６・７歳にかけてかなり成熟した動きになる

ことが報告されている。 

 

② 幼児期における走・跳・投の発達の特徴 
走りの動きの発達の特徴は[40]，ⅰ）歩幅が増大し、６・７歳にはその身長比が 1.0

を越えること、ⅱ）走行中の身体重心の上下動が減少すること、ⅲ）回復脚（キック

した後脚を前方へ運ぶ局面）の動きで、踵が臀部へ近づき、腿がよくあがるようにな

ること、離地時の支持脚が後方への伸展が増大し、よく脚を伸ばしてキックするよう

になることであり、その結果、図２のように（a）脚の各関節の屈曲及び伸展の少ない

パターンから（b）脚の屈伸と振幅を大きくする大きな回転振動パターンへ変容するこ

とである。 

 

 

図２．走動作の発達の特徴 

（宮丸、東京女子体育大学紀要，10：14-25, 1975） 

 

図３に、立幅跳の動き発達の特徴を示した[41]。その特徴は２歳から６歳にかけて、

ⅰ）踏切での予備的なかがみ込みにおける腰関節・膝関節の屈曲及び踏切る瞬間にお

ける腰関節・膝関節・足関節の伸展が著しく増大すること、ⅱ）踏切の瞬間における

身体の前傾角度が増大すること、ⅲ）踏切での両足の同時踏切が完成すること、ⅳ）

翼のように腕を後方へ引き上げる動きや外側へ引き上げて安定装置にする未熟な動き

から、両腕を大きく前方へ振り出す動き、すなわち、いったん後方へ振った両腕を踏

切の開始から空中へとダイナミックに前方へ振り出す成熟型が増えてくることである。 
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図３．跳動作（立幅跳）の発達の特徴 

（宮丸、東京女子体育大学紀要，8：40- 54, 1973） 

 

図４に、投げる動きの発達の特徴を示した[42]。その特徴は、パターン１では前腕

の伸展のみであること、パターン２では投射の腕が頭上に上げられること、パターン

３では上体、肩、腕のひねりが加わること、パターン４では投射の腕と同じ側の足が

出されること、パターン５では投射と腕と反対側の足が出されること、パターン６で

は野球の投手のような動きになることである。 
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図４．投動作の発達の特徴 

（宮丸、体育の科学，30（7）：464-471, 1980） 

 

③ 児童期における走・跳・投の習熟度 
前述の幼児期における基礎的運動は、就学前に成熟したレベルを示す子どももみら

れることが報告されている[40-42]。しかし、これらの研究報告は、いずれも約 30年

以上も前のものである。したがって、これらの基礎的運動技能の発達特徴が現代の子

どもにも同様のことがいえるかについては、今後、組織的な研究を行う必要がある。

図５に、日本体育協会（2009）で作成した基礎的動きにおける観察評価の観点を示し

た[46]。この観点をもとに現代の小学生における走（50 m走）・跳（立幅跳）・投（ソ

フトボール投、以下「ボール投」）における動きの習熟度が検討されている[47]。 
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図５．走、跳、投動作における観察評価の観点 

（日本体育協会、平成 20年度スポーツ医・科学研究報告：5-19, 2009） 

 

表２に、観察評価からみた 50 m走、立幅跳及びボール投の動きの習熟度を示した。

習熟度をみるための観察は、全体印象と部分観点の２つの見方がもとになっている。

全体印象は、その運動が目的に合った動きであるかどうかを全体の動きを通して捉え

ようとするものである。一方、部分観点は、全体印象の善し悪しを判断するための３

から４つの部分的な動きである。たとえば、走運動の場合、全体印象は「前方にスム

ーズに進んでいる」を A：良くできる、B：できる、C：不十分の３段階で評価した。

50 m走の全体印象「前方にスムーズに進んでいる」は、全学年において、男子では A

評価が 21.1－43.8 %、B評価が 40.0－78.9 %、３年生と６年生を除き C評価が 6.7－

26.7 %の範囲であった。立幅跳の全体印象「両脚で前方へ力強く跳躍している」は、

全学年において、男子では A 評価が 6.7－28.6 %、B 評価が 23.3－58.8 %、C 評価が

23.5－70.0 %の範囲であった。 ボール投の全体印象「全身を使って、腕をむちのよう

に振って投げている」は、全学年において、男子では A評価が 6.5－73.3 %、B評価が

20.0－68.8 %、５、６年生を除き C評価が 5.6－26.3 %の範囲であった[26]。  
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表２．観察的観点から見た 50m走、立幅跳及びボール投げの各動作における習熟度 

（加藤、平成 21年度日本体育協会スポーツ医・科学研究報告Ⅳ，43-48，2010） 
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日本体育協会の基礎的動きの観察的評価の基準は、先行研究を参考にして少なくと

も小学校中学年までには身につけてほしい動きの水準として作成されたものである

[46]。したがって、50 m走、立幅跳及びボール投げの各動きは、４年生までには全体

印象において A評価以上が少なくとも 80 %のものが達成できていることが望ましいと

考えられる。しかし、男女高学年の各動きにおける全体印象 A評価の割合は、80 % を

越えたものは皆無であった。このことは、現代の子どもの動きの質（出来栄え）が低

い状態にある可能性を示唆しており、今後の調査で子どもの動きの質の変化を経年的

に観察していくことが望まれる。 

 

④ 児童期における走・跳・投の改善と指導効果 
前述したように現代の子どもの基礎的運動能力が低下している原因の一つに幼少期

における生活環境の変化がある。すなわち、子どもが安全に運動する場所や機会など

が制限された結果、多様な運動を経験することが大きく減少したことである。しかし、

環境が大きく変わっても幼少年期は、運動を経験し、学習するために最適な時期であ

ることに変わりはない。したがって、子どもには動きを学習する機会が提供される必

要がある。 

子どもが体系的に動きを学習できる主な環境の一つとして、小学校生活を挙げるこ

とができる。中でも体育の授業は、極めて重要な動きの学習の場になる。これまで小

学校の体育授業において走、跳、投などの基礎的運動技能の学習効果を検討した研究

では、小学６年生の短距離走、小学６年生の走り幅跳び、小学２、３年生のオーバー

ハンド投げについて、体育を専門とする小学校教員による２～３週間の動きの質の改

善を目指す体育授業介入によって、いずれも記録の向上や動きの改善が可能であるこ

とを明らかにしている[48-50]。いずれの動きにおいても、動きの改善に焦点を当てた

指導により、動きの質だけでなく記録の改善が見られた点が重要である。研究ではな

く、実施の教育現場における取り組みの事例として、東京都は、「アクティブプラン to 

2020-総合的な子供の基礎体力向上方策（第３次推進計画）-」の一環として、脳と体

を調整し技術を高めることを目的とした授業を行う学校を、平成 27年には 50校指定

し、体力・運動能力テストの成績が向上するなどの成果をあげている

（http://www.kyoiku.metro.tokyo.jp/press/2016/pr160128b.html）。つまり、動きの

発達を支援する適切で組織的指導を行なえば、近年遅れや低下が危惧される子どもの

動きが適切に発達することが期待される。それは、成人期における体力、成人期にお

ける充実したスポーツライフを楽しむことを可能とし、生活の質を高めることにもつ

ながるであろう。 
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(3) 発育に伴う身体組成及び骨格筋の量的・質的変化と運動能力との関係 
① 子どもの身体組成 
身体の発育に伴う体力・運動能力の発達には、発育に伴う骨格筋量の増加が関連す

る。骨格筋量の発育変化については、四肢などの特定の筋を通して把握されてきたが、

走・跳・投といった全身の動きの能力との関係をみる場合には、全身の骨格筋量を評

価することが望ましい。これまでのところ、骨格筋量を正確に定量できる方法を用い、

幼児・児童を対象に全身骨格筋量の発育変化を捉えた研究はない。全身骨格筋量に代

わるものとして、一般に体脂肪以外の組織量の指標である除脂肪量が測られている。

その場合に、体脂肪量や体脂肪率も定量され、それら身体組成に関するデータは、身

体の発育状態と栄養の摂取状態、身体活動・運動の実施状況、肥満度などを評価する

指標として広く活用されている。 

欧米人を対象にした身体組成の発育変化に関する研究結果[51,52]によると、誕生か

ら１歳までの間は、体脂肪量及び除脂肪量ともに急増するが、その程度は前者が後者

を上回るために体脂肪率も急増する。その後、10・11歳頃までは、体脂肪量及び除脂

肪量は、それぞれ男女ともにほぼ一定の割合で増加し、それらの値及び年齢変化に大

きな性差は認められない。しかし、その間の両組織量の変化の程度は一様ではなく、

体脂肪率は、女子では５・６歳頃まで、男子では６・７歳頃まで年齢が進むにつれ漸

減し、それら以降の年齢では女子では思春期を通して、男子では 11・12歳ころまで再

び増加する。そのような体脂肪率が低値から高値に転ずる現象はアディポシティリバ

ウンドと呼ばれ[53]、その時期に肥満傾向にある子どもの出現率は男女とも高くなり、

平成 28年度文部科学省学校保健統計調査によると、肥満傾向児の出現率は、５歳男子

2.68%、５歳女子 2.44%から 11歳男子 10.08%、11歳女子 8.81％へと増加する[38]。 

 

② 子どもの身体組成と運動能力 
これまでのところ、幼児期から小学校期の子どもを対象に、身体組成と運動能力と

の関係を検討した研究例は少ない。それら限られたエビデンスによると、幼児(２～５

歳)においては、皮下脂肪や体脂肪の増加が運動能力の発達に負の影響を及ぼす可能性

が示唆されている[54]。また、小学生では、走速度の説明因子として体重当たりの筋

量が正の要因として、垂直跳びの高さでは体脂肪量が負の要因としてそれぞれ選択さ

れ[55]、小・中学生の場合に、ジャンプ能力の低い者は、性、暦年齢、発育度に関係

なく体脂肪率が高い[56]。一方、肥満度の指標として body mass index(BMI、体重/身

長２)を採用し、それと運動能力との関係をみた研究は多く、BMIは運動能力あるいは

体力のスコアと負の関係にあり[57, 58, 59, 60]、肥満児は非肥満児に比較して、特

に体重移動を伴う運動課題の成績が低い[58, 61, 62]。すなわち、幼児・児童におけ

る運動能力は、骨格筋量（除脂肪量）そのものよりも、身体に占める骨格筋量の比率

あるいは体脂肪率の影響を強く受ける。このことと先述のアディポシティリバウンド

の現象とを考え合わせると、幼児期・小学校期における体づくりにおいては、成熟度

に見合う正常な骨格筋量の獲得を促すと同時に、体脂肪の過剰な蓄積を抑え、骨格筋
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の量的比率を高く（体脂肪率を低く）することが目標となる。それを可能にする運動

プログラムは、高い運動能力の発揮に適した体づくりを可能にすると同時に、成人期

の生活習慣病発症との関連で近年問題視されている小児肥満の増加[63]の防止につな

がる。 

10歳以下であっても、身体活動・運動を定期的に実践している子どもは、除脂肪量

が大きく[64]、体脂肪率が低い[65]。また、幼児を対象にした研究の結果によると、

体脂肪率に与える影響は、食事の内容よりもエネルギー消費の方が大きい[66]。身体

組成をより良い状態で発育期を推移させるためには身体活動・運動が必要不可欠であ

り、必要とされる運動の強度及び時間に関するガイドラインも存在する [67]。しかし、

我が国の幼児期から小学校期の身体組成に、運動介入がどのような影響を及ぼすのか

については不明な点が多い。運動プログラムの強度及び時間と身体組成の変化との関

係について、今後さらにエビデンスが蓄積される必要がある。 

 
③ 発育に伴う骨格筋量と筋力の変化 
体力や運動能力の重要な規定因子である身体の力発揮能力は、骨格筋の収縮により

発生した張力（筋力）によって決まる。筋力は筋量（筋横断面積や筋厚）に依存する。

男女それぞれについて、上肢から下肢にかけての筋横断面積[74, 75, 76]や筋厚[77]

を年齢横断的あるいは縦断的[78]に観察した研究は、発育に伴い筋断面積や筋厚が増

加することを示している。男子・女子ともに、５歳から 11歳までの筋量増加が著しい

[79、 80]。児童から成人にかけての筋横断面積の増加は女性よりも男性で顕著である

[81]。このことは、小学生以降の筋量の性差を示すものであり、最大筋力や力発揮能

力の性差の背景になっているとともに、技術（習熟度）が大きく関与する複雑な運動

における性差の発育に伴う拡大傾向（例えば投球動作[82]）にも関連すると考えられ

る。 

身体の発育に伴う筋横断面積の増大に伴い、最大筋力も増加する[74, 76, 83, 84, 

85]。最大筋力の増加は筋横断面積の増加を上回る。これは、筋横断面積に加えて筋横

断面積当たりの筋力（固有筋力）が増加するためである。骨格筋のいわゆる質的要素

である固有筋力に関しては、すでに半世紀以上前から発育による筋力変化の要因とし

て固有筋力の増加が指摘されている[86]。男女それぞれにおいて、上肢や下肢に存在

する関節の伸展・屈曲筋力の発育に伴う増加（７〜12歳）は固有筋力の増加がその一

因であることが指摘され[74]、その後、男女の上腕屈筋群及び大腿伸筋群、男子の大

腿屈筋群において、固有筋力が発育に伴い増加することが示された[75]。その理由と

して、筋線維組成の変化や神経系の発達の観点から考察が進められている。 25 歳頃

までは発育に伴ってより大きな筋力を生み出すのに有利な速筋（タイプⅡ）線維が増

加することが示されている[76]。また、 児童は成人に比べて最大収縮時の骨格筋の随

意的興奮度が低いことが報告されている[87]が、他の筋群では７歳から 15歳までの男

女において固有筋力が一定であることが報告されており [76, 87]、発育に伴う固有筋

力の可塑性は筋によって異なる可能性がある。ただし、固有筋力には明確なトレーニ
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ング効果が認められる[88]ことから、対象とした幼児・児童の運動経験の違いが影響

する可能性がある。 
 

④ 子どもの骨格筋と動きの質 
骨格筋の量的・質的特性は、体力だけでなく動きの質、ひいては様々な身体運動の

出来栄えを左右し、その発達過程に大きな影響を及ぼすことが予想される。身体的に

相似形であっても、特定の動き（例えばランニングやジャンプなど、大筋群を用いた

パワフルな動き）は体型に比例したものとはならず、そのことを考慮せずに成人の練

習プログラムやトレーニングをそのまま幼児・児童に適用すると運動能力の発達を妨

げ、場合によっては障害の原因となる可能性もある。こうした点に関する知見は乏し

いが、発育期に行う運動と骨格筋の量的・質的特性の発育に伴う変化との関連性に関

して、大規模で包括的な調査を通じたエビデンスの獲得が急務である。また、子ども

の動きや運動能力と関連する身長・体重並びに肥満度の推移に関しては、学校保健統

計などで把握されているが、肥満度と同様に子どもの動きや運動能力と関連する骨格

筋量の推移についての統計は皆無であることから、全国的な調査で子どもの身体組成

の変化を経年的に観察していくことが望まれる。 
 

(4) 動きと脳 

身体の動きを制御しているのは、言うまでもなく脳の働きである。ここ 20年の実験

手法、データ解析手法、理論的研究の進歩により、多様な環境のもとで自由に運動し、

様々な道具を使いこなすために必要な脳の運動制御・学習能力についての知見が大き

く積み上がってきた。このような研究の大きな進展には、特に、以下に挙げる２つの

研究手法の進歩が寄与していると考えられる。 

 

① 運動学習能力を計測する実験手法、計算論を含めた分析手法の発達 

運動学習能力を解明することを目的として、古典的な心理学（スポーツ心理学等）

の分野を中心に精力的な研究が行われてきた。例えば、様々な運動課題の運動学習曲

線、トレーニング時間間隔、頻度、バラエティが運動学習に及ぼす影響、反応時間を

調べることによる中枢神経系での処理動態などについて興味深い知見が得られてきた

[89]。しかし、実際に脳の中で生じている様々な感覚・運動変換プロセスとの対応づ

けを意図した、洗練された運動課題が用いられるようになったのは、1990年代に入っ

てからのことである。特に、ロボットマニピュランダムを用いた腕到達運動（リーチ

ング運動）の学習実験パラダイム[90]はまたたく間に世界中に普及し、fMRIなどの脳

機能画像計測[91] や計算論的な手法[92, 93]と組み合わされることにより、ヒトが身

体運動を新しい環境下に適応していくときに生じる様々な脳内プロセスが解き明かさ

れるようになってきた[94, 95]。 

しかし、このような客観的かつ信頼性の高い手法が開発されているにも関わらず、

その手法が幼少期から思春期の子どもに適用された例は世界的にみてもほとんどない。
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子どもの筋力や有酸素性作業能力の発達変化が精力的に調べられてきたように、この

ような方法に代表されるような先進的な計測手法を用いて、脳が身体運動を制御・学

習する能力を調べ、遺伝の影響、筋力、運動習慣、学業成績、認知機能などとの関連

を探ること、さらには子どもを対象として動きの発達や習得のメカニズムを探ること

は極めて有用であろう。 

 

② MRI(fMRI)による脳構造・機能画像計測法の発達 

近年、幼少期から思春期にいたる脳の構造画像が縦断的、横断的に計測され、年齢

と、大脳皮質、大脳基底核や視床等の皮質下部位、小脳、脳部位間を結ぶ線維構造と

の関連が極めて精力的に研究されている[96]。こうした研究により、発育発達ととも

に白質が増える一方、灰白質の量が減少する[97]、脳の構造が部位ごとに年齢特異的

な変化を見せる[98]、IQが高い子どもに特徴的な発達パターン[99]などの知見が見出

されてきている。 

灰白質や白質の量が、比較的短期間の運動学習トレーニングによって変化すること

[100]、有酸素運動によって脳由来神経成長因子の分泌が促され、脳神経系の可塑的な

変化に大きな影響を及ぼすこと[101, 102]などの知見に基づけば、幼少期から思春期

に、脳神経系の構造が、運動習慣や前述の運動制御・学習能力などと互いにどのよう

に関連しながら発達していくかを解き明かすことがこれから非常に重要なトピックと

なることが十分予想される。実際、身体運動との関連が特段強調されているわけでは

ないが、北米神経科学学会の 2013年最後の会報では「Scientists examine how brain 

structure and function change during adolescence」と題した記事が組まれ、この

時期における脳の構造や機能を調べることの重要性が強調されている[103]。身体運動

を直接駆動する筋に関していえば、MRI や超音波断層法を使った筋断面積の発育・発

達変化が精力的に調べられる[104]など、我が国の研究者は国際的に大きな役割を果た

してきた。この計測対象を、動きを制御する脳にまで広げ、かつ、身体活動習慣、運

動能力などとの関連を探っていくことは、子どもの脳と身体の動きが相互に関連しな

がら発達・発育していくことを考えれば非常に重要であると考えられる。 
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３ 提言 

 我が国の子どもの動きの現状及びこれまでの研究成果を鑑み、子どもの動きの健全な育

成を目指して以下の２点を提言する。 

 
(1) 子どもの動きが最も発達する幼児期から児童期に、全ての子どもが適切な動きを獲

得できるように、教育行政は組織的に取り組むべきである。 

幼児期、児童期（小学校期）は動きの形成を含め生涯の運動・スポーツ活動を決定す

る重要期であり、かつ25年前に比較して「走る」「跳ぶ」「投げる」「捕る」などの子ども

の日常生活や体育・運動遊びで出現する基本的な動きの質が低下している [2]。子ども

の健全な動きの形成を効率的に実現するには、全ての子どもを対象に、時期を失するこ

となく、動きの評価や質の向上を要素に加えた教育・指導（動きの教育）を行う必要が

ある。 

子どもの動きの健全な発達を促し、健やかな子どもを育成するためには、小学校にお

ける体育の指導法の改善が望まれる。平成29年３月に公表された新しい小学校学習指導

要領（2020年度から実施）の目標の一つして、「各種の運動の行い方及び身近な生活にお

ける健康・安全 について理解するとともに，基本的な動きや技能を身に付ける」ことが

挙げられており[105]、平成29年６月に示された新たな学習指導要領解説の中でも、「基

本的な動き」「多様な動き」をつくる運動の重要性がより具体的に示されている[106]。

しかし、現在、小学校教諭一種免許を取得するために必要な体育にかかわる授業は、初

等体育教育法（２単位）を履修するだけでよいことになっている。こうした制度のもと

では小学校教員に子どもの動き、体力や運動技能などを高めることを期待することは難

しいと言わざるを得ず、小学校教諭の養成過程における体育科教育を抜本的に見直すべ

きである。 

子どもに対する体育教育の重要性は、ユネスコや国連など国際機関がつとに発言する

ところであるが[107]、問題点として、小学校教員の体育授業実施能力への懸念が表明さ

れている。理由は、多くの国で小学校の体育授業が、全科目を受け持つクラス担任によ

って実施されるところにある。日本も例外ではない。子どもの動き形成にとって最重要

時期に当たる小学校期に動き教育を担当する教員には、発達の段階に応じた動き教育に

対する強い熱意と高い専門的な観察力・評価力・指導力が求められる。しかし現実には、

小学校教員志望者の半数強が「指導に自信がない」「運動が苦手」で体育授業に「不安が

ある」と回答した東京都のアンケート結果が公表されている。これらの問題を解決する

手立てとして、小学校での体育授業の質の向上を目的とした研修の充実、幅広い知識と

指導技能を有した体育専科教員の小学校への配置の増加が望まれる。さらに、小学校の

体育授業に教科書が用意されない状況も、動き教育の展開に妨げとなっている。何故に

動き教育が必要であるのか、正しい動きとは何かを児童に十分に理解させる必要がある

が、そうした知識は言語によって初めて内面化される。身体を動かすだけのドリル的教

育ではなく、 根拠や実施方法の言語化と共通化が要請される。また、教科書の不在が、

子ども自身による体育授業への準備や振り返り、保護者による学習支援を妨げている。
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そのために、わかりやすく文字化された教科書は不可欠なのである。 

幼児期も児童期と同様に子どもの動きの獲得に重要な時期であることから、保育園や

幼稚園、こども園などにおける動き教育を充実させる手立てを検討すべきである。しか

し、幼児教育は義務化されておらず、所得格差が広がる昨今、質の高い教育を全ての幼

児が受けられない現状が存在する。また、家庭の貧困や所得格差が子どもの運動能力や

スポーツ参加と関連することも報告されている[108, 109]。したがって、全ての子供を

対象とした動き教育を全国的に担保するためには、義務教育の小学校の体育の授業にお

いて実施するのが最良の方法である。 

以上を鑑み、文部科学省に対し、小学校教諭養成課程における体育・スポーツ関連科

目の単位数や講義内容の充実に加え、小学校での体育授業の質の向上を目的とした研修

の充実、小学校への体育専科教諭の配置増加、小学校体育教科書の作成に取り組むこと

を提案する。 

 

(2)  子どもの動きに関する基礎研究の推進に取り組むべきである。 

(1)の提言が具現化する子どもの健全な動きづくりをより実りあるものとするには、子

どもの動きに関する基礎研究を推進する必要がある。 

子どもの動きの質の評価に関する研究、動きを支える体型や身体組成、筋力や持久力

などの体力といった子どもの身体特性や心理特性に関する研究は、国内外の研究者によ

って個々に進められているのが現状であり、その規模も限られたものである。特に動き

の質の低下の要因についてはほとんど明らかとなっていない。また、ヒトの動きを司る

脳や神経の働きを見ることを可能とする最新技術が、子どもの動きの質の解明に応用さ

れる機会は極めて少ない。このような研究の現状では、小学校教諭が依って立つべき学

習指導要領や教科書の策定に資する知識の体系化にも支障が生じよう。子どもの動きに

ついて、全国的かつ経年的に実態を把握するとともに、子どもの動きに関連する体格・

身体組成や脳・神経機能に関する基礎研究を、スポーツ科学、教育学、心理学、脳・神

経科学などの幅広い分野の研究者が協力し、組織的に実施する体制の整備を、文部科学

省及びスポーツ庁に提案する。 
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＜参考資料１＞健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会審議経過 

 

第 22期 

平成 23年 

12月 12日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第１回） 

○役員の選出、今後の進め方について 

 

平成 24年 

２月３日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第２回） 

○第 22期における活動内容の検討と必要なワーキンググループ設置に関

する事項について 

４月 20日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第３回） 

○今後の活動案、ワーキンググループ案について 

７月 13日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第４回） 

○各ワーキンググループの活動状況について 

11月 16日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第５回） 

○各ワーキンググループの活動状況、日本スポーツ体育健康科学学術連合

報告、シンポジウムについて 

 

平成 25年 

 １月 11日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第６回） 

○提言の骨子、各ワーキンググループの活動について 

 ５月 10日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第７回） 

 ○提言の進捗状況、各ワーキンググループの活動について 

 ６月 24日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第８回） 

       ○シンポジウムについて 

９月 27日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第９回） 

      ○シンポジウムについて 

10月 11日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第 10回） 

      ○提言について、2020東京オリンピックに関する提言について 

 

平成 26年 

 12月 13日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第 11回） 

○シンポジウムについて 

 ３月 10日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第 12回） 

       ○提言、子どもの動きの男女差、男女共同参画ワーキンググループ、シン

ポジウムについて 
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第 23期 

平成 27年 

３月 12日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第１回） 

○役員の選出、今期の活動計画について 

８月 17日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第２回） 

○今後の活動計画について 

12月 21日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第３回） 

○提言について、学会における合同シンポジウムについて 

 

平成 28年 

５月 13日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第４回） 

○提言について 

10月３日 健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会（第５回） 

               ○提言について 

 

平成 29年 

４月 28日 日本学術会議幹事会（第 245回） 

提言「子どもの動きの健全な育成をめざして～基本的動作が危ない～」 

について承認 
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